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1．　序　　説
（1）マレーシアの地方制度の変遷
　地方制度は本来統治体制の仕組みであり，それによって統治機能を効果
的に発揮させるための機構でもあり慣習もしくは法律であった。自治の概
念は，歴史的にはかかる統治の仕組みのない段階で生起し，統治の仕組み
が創設され発展すると統治への抵抗の手だてとして強化されたが，他方で
はこの自治の力が統治体制のなかに吸収されて，地域支配の仕組みとして
運用されるに至った。従って地方制度を評価するぽあいには，統治体制の
背景にある支配性の存在の意義あるいは本質と，対象となる住民の地域生
活文化を含む政治文化を考究し，それが単なる統治の手段であったか，あ
るいは抵抗としての自治が段階的に存在しえたのか，または自治が統治体
制に吸収されたも．Oであったかを考察しなけれぽならないであろう。
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　この考察のフィールドとして，歴史の段階で当該の地域に外国の勢力が
侵入し，その支配下で各国の移民を吸収した，いわゆる多人種，多元的文
化国家を対象とすると，統治制度としての地方制度の本質とその制度の変
革を理解しやすい。
　かつて白石四郎教授を統括者とした明治大学社会科学研究所「東南アジ
ア政治・経済構造の研究」に筆者も参加し調査共同研究を実施した際に，
西マレーシア（主としてマレー半島）において地方制度の研究を行った
が，数多くの異人種を移民として迎えた国家社会の内部では次の様な特殊
な歴史的社会的条件があった。
　宋代より中国は，マラッカ海峡を征覇していたスリビジャヤ国より朝貢
をうけ，少数乍ら中国人のマレー進出を図っていた。降って19世紀中葉に
は錫の鉱脈採掘のためクアラルンプールに到達した福建人達は，同地を手
広く開発し勢力を得て，頭目中国人ヤップ・アーロイ（広東系客家）は開
拓地首領として藩候から地域支配権を獲得していた。彼の許には徴税権と
裁判権が掌握されていた。そうした入植の成功により，20世紀初頭までに
年間35万人の中国人がこの地に労働力として流入した。もっとも彼らは華
僑として移住地は仮の住いであり，やがて郷里に戻るという習慣であった
から，流入時の勢いで，その地に定着していったものではない。
　イギリスのマレーへの到達は，18世紀末の東インド会社フラソシス・ラ
イトのペナソ島上陸をもって初とし，更に19世紀はじめにはスタソフォー
ド・ラッフルズがシンガポール島をジョホール藩候から購入，これより以
前にマラッカをオラソダから購入した。これらの三地点をイギリス直轄植
民地とし，三地を基点に，第2次大戦後のマレーシア国成立（独立）まで
いわゆる英領植民地として間接統治の形態をもってその支配下においた。
　インド人いわゆる印僑として定着したひとびとの進出は，イギリス進出
とほぼ同時であった。このようにして先住のマレー人社会に華僑印僑と
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して流入定着しそれぞれが別々に共同体を設定し定着するに及んで，マレ
ー人，中国人，インド人の間に共同体意識（communalism）が醸成され
た。同一人種が言語の共通性，宗教的行事，伝統慣習の共通性を軸とし同
一地域（community）に居住することにより共同体外に対立する，感情，
意識がこれである。
　イギリス人は，植民地体制の支配において，直轄の三植民地を別とし
て，その統治をマレーの伝統的諸藩候に委ねた。ただしイギリスの支配装
置として，イギリス人理事官（British　Residents）をおき，理事官に対し
マレーの宗教及び慣習を除くほかのあらゆる問題に付いてマレーに助言を
行なわせる権限をもたらしめ，国内租税の徴収，管理と一般政務は一切，
理事官の助言によって執行される事とした。諸藩候のイスラム教義に基づ
く，マレー人との結び付き，臣下からの忠誠はかくて一応保持されていた
が，渡来した異人種は各共同体において，生活利益の追求にのみ熱中せざ
るを得なかった。ラトナム（Ratnam，　K．　J．）は，“第2次大戦前のマレー
は平穏と安らかな満足（complacement）に浸った政治性の全くない平和郷
であった”と言っている｛1｝。
　ところで西マレーでの自治制度の創設を歴史的にたどってみると，イギ
リスは，統治の初頭からマレー人社会に対しては，藩候の地方行政に依拠
し，中国人社会にあっては，その生活利益に対応する共同体内での自治運
営を認めていたが，19世紀半ばに直轄植民地のペナン及びマラッカにイギ
リス総督が都市としての憲章（Charter）を交付し市制を施行した。これ
により両海峡植民地（strait　colony＝直轄植民地）に対し，1857年に海峡
植民地都市法（Straits　Settlements　Municipal　Act　1857）を制定し，市
制委員会（Municipal　Commission）を設け同委員の選挙を定めている。
1913年には新都市令（New　Municipal　Ordinance　1913）を制定し，市政
委員は理事官参事会（Resident　Counci1）の助言に基づいて総督によって
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任命されることになった。理事官参事会はこのとき海峡植民地内の地域社
会の利益代表，有識者から総督の任命で構成されていた。これらの制度の
創設と運営は両地の憲章が公布され適用された都市部だけであったが，都
市部をとりまく非都市部（rural　area）では，前述の海峡植民地都市法の
規定する村部区委員会（Rural　Board）によって地方行政が運営されてい
た。1874年両植民地以外の地域，ペラ藩（Perak，のちのペラ州）にもイ
ギリス理事官がおかれ，理事官参事会によって同州の都市部には，衛生委
員会（Sanitary　Board）がおかれた。以上の経過にみられるイギリスの支
配の特徴は，直轄植民地体制下の地域に憲章を交付し都市自治行政の仕組
みをととのえる一方，理事官をおいた準植民地体制を採っている地域に地
方行政委員会（市制委員会もしくは町制委員会）の前身としての単一行政
委員会（ad　hoc　authorityもしくはsingle　purpose　authority）を設置し
たことである。つまり都市化し住民生活の水準が上昇すると，住民自治型
のイギリス間接統治に切り換えていたことである。また，そのほかの全く
都市化をみていないいわゆるrural　areaでは，地域住民の直接の生活利
益実現のための慣習的自治運営を許認していた。
　これらの特微は，次の諸点をも示唆している。つまり，植民地体制下の
経済的，社会的拠点としてのペナン及びマラッカ，シンガポールにおいて
は，開拓者としての渡来民・華僑・印僑の流入が多く，マレーの伝統が希
薄になると地域性と渡来民の生活利益を合致されるために住民自治の制度
を創設させたこと。これ自体は自治の主旨をもつが，地域社会におこる経
済矛盾や人種間の摩擦等の利害関係を自己消化させていたのである。こう
したいわば自治装置は入植後に経済的に豊かになり，社会的地位が上昇し
た地域指導層のリーダーシップをたかめ，植民地体制に協力する地域の支
えを強化したことになる。このひとびとが第2次大戦中，当地防衛のため
にはイソド植民地軍に頼り切りのイギリス兵力を背景から支援する勢力と
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して成長する。かかる歴史の経過を通し，直轄三植民地にイギリスが，ア
ソグロサクソンの伝統としての憲章による自治権授権の方式（Municipal
Charter　System）を採った治政の在り方を考えても，総督一理事官一地域
指導層という支配的ハイアラキーの構築が統治体制の基本（根元）に所在
したのである。
　同じコモンウエルスのなかの，カナダにおける行政制度の推移には，西
マレーと客観条件が異るが，制度のもたらした効果と歴史的な結果を考え
ると，地方制度の意義は同じものであったと考えられる。
　カナダ地域に対するイギリスの進出と植民地化を，自治制を通して考察
すると，同じ様に自治制の付与と展開は植民地統治の支えであったことが
理解できる。
（2）カナダの地方制度の変遷
　現代カナダにおいてもフランコホーンとアングロ禾一ソの非融合性なか
でも具体的にはケベック問題を包蔵して，この社会文化は複雑である。
　16世紀半ぽ1534年フランス人カルティエがカナダ東海岸に到達し引き続
いてセントローレンス川流域を探査，モソトリオールにまで遡りこれらの
地域をフランス領と宣言した。フランス人は，この直後から毛皮の取引を
現地の先住者と開始している。イギリス人はこれに遅れて50年後に東部の
ニューファウンドランドに達し同地をイギリス領と宣言している。17世紀
に入ると仏英の先陣争いは激しくなり，1603年フランスは，この地をニュ
ーフランスとし植民の開始についてヘンリー4世から勅許を得た。翌々年
にフランスは，アケーディア地方のポールロワイヤルに初の植民地を建設
した。しかし1713年にユトレヒト条約によってニューファウンドランド，
アヶ一ディア，・・ドソン湾岸はイギリス領となり，さらに1763年のパリ条
約によってイギリス，フランス，スペインの間の条約締結によってフラン
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ス領は，サンピエール島，ミケロン島，ミシシッピー川以西に狭められ，
カナダの東部一帯はイギリス領に帰属するに至っている。
　ここまでの経過のなかで，ニューフランスにはルイ14世の統治下，パリ
慣習法に基づくフランス法制が採り入れられている。この慣習法によれ
ば，土地の保有は封建的土地保有の形態であり，これに基づいてフランス
のプロバンスと同一の統治構造を採った。この基本的統治原理によってこ
の地の地方行政は，フランス母国型であり，国王の支配権と人民に対する
恩情（parternalism）としての行政の執行形態であった（2）。向う見ずのフロ
ントナック（Frontenac，　Louis　B．）フランス総督は，1647年にケベック，
モントリオール，　トロワリビエールにおいて居住区住民代表制（Syndics
d’habitations）を強化しようと初の自治制としての代表委員の選出を図り，
居住区の住民の意向を総督の司る統治会議（Sovereign　Council）に，同員
を参加させて反映させようとしたが，仏宮廷の不評をかうぽかりであった。
植民地相コルベール（Colbert，　Jean－Baptiste）は，フロントナックに命令
を発し“今以上に植民地の活力が強くなろうとしているときに，貴官はあ
る程度住民代表を抑圧するよう，忠告しておく。住民の名において請願を
行うごとき代表は，住民意志を代表するというのではなく，自分のことだ
けをやっていればよい”（3）として選挙を差し止めた。かくて地方行政は依
然として統治会議の決定を，国王任命による総督直属の地方官（lriten－
dant）によって執行せしめていた。
　このような支配構造の性格について，“歴史家ケヤレス（Careless，
J．M．　S，）はニューフランスの生活は権威主義的で，権力は社会の頂点に
集中され，植民地大衆はこの権威に服し自らの生活を律することはできな
かった”と述べているω。
　1763年パリ条約によってニューフランスがイギリス領となり，その統治
形態が代るとフランス型土地所有形態としての荘園制は廃止されイギリス
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型の土地自由保有許可制（Free　Hold　Land　Grant）に，基本的な変革を
みた。さらに地方行政制度は当時のイギリスの伝統治な行政制度としての
四季裁判・治安判事（Justice　of　the　Peace）の手に委ねられた。
　カナダの地がイギリス国王によって総督に任命された軍人カールトン
（Carleton，　Guy）の治政下になると，二つの問題が派生した。ひとつは
案に相異してイギリス人の移民が流入増加せずに，フランス人の移民が残
留しており依然としてフランスの影響と生活文化があなどれなかったとい
う問題と，カールトンが1768年に総督となった6年後にはアメリカ植民地
大陸会議が開かれ，ケベック植民地へも代表派遣の要請があり，7年後に
はアメリカ独立戦争が開始されていたことである。この間カールトンは，
アメリカ軍の侵入を阻止するために旧荘園主に協力を求めており，さらに
事実アメリカ軍のモンゴメリー将軍がモントリオールを攻略，ひきつづい
てケベックも掌中に入れようとしたが，イギリス軍がこれを阻止するとい
う事件がおこり，アメリカの革命攻勢にさらされることとなった。この
ふたつの事件を回避するためにカールトンは旧フラソス型の伝統を復帰さ
せ土地所有の認可についてもフランス領主法を復活させてフランス人の懐
柔を図ったのであった。この変革は，イギリス国会においてケベック法
（Quebec　Act　1774）として通過，適用をみている。地方行政制度はしか
し乍ら，イギリス国王任命の治安判事に委ねられケベック大審院（Grand
Jury）によって執行されていた。この地方行政についてはこれよりさきの
1763年から91年に至る間は，総督と立法院（Legislative　Council）の治政
の下に地方自治体は存在せず，専ら総督の任命した四季裁判所（Court　of
Quarter　Session）を構成する治安判事の掌るところであった。ただ住民が
警護官（constable）として道路・橋梁の維持を執行する6人のものを教区
ごとに選出し，これらを総督が立法院の議を経て任命するという自治制に
類する行為はあった。しかし乍らこうした治安判事制は，やがてふたつの
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時代の趨移を蒙るところとなった。ふたつともアメリカ革命の影響である
が，アメリカ，ニューイングランド型の自治形態と，南部型の自治制の流
入である。
　ニューイングラソド型とは，ピューリタンの思想を背景とした中間層の
ひとびとの理念であって，地方自治政府を，住民総会下，執行権者を総会
の総意により選出し構成させようとする自治制の型であった。
　南部型とは，イギリスの治安判事制による地方行政に反し，住居区より
も広域の県単位（county）で地主層の白人で構成する執行者を総督に任命
させる方式であった。
　前者の形態は，1780年代に，3万5，　OOO人に上ったアメリカ人親英派
、United　Empire　Loyalists）のカナダへの逃避によってもたらされたも
のである。
　彼らはアメリカから逃避する前に当時の理想的な住民自治制をニューイ
ングランドで創り，実施した経験をもつひとびとであった。ニューヨーク
から逃れてカナダにたどりついたひとびともほぼ同じ自治制を享受した経
験があり，総督直轄の治安判事制を嫌い，況んやケベック法によるフラソ
ス型の土地保有制をも意とするものではなかった。
　こうして伝統的なイギリス四季裁判の治安判事制は，直接的住民参加の
自治制に改革されていった（5）。
　カナダにおいて初の近代的自治制の基礎は，1849年の都市団体法（Mu－
nicipal　CorpOration　Act　1849＝ボールドウィン法）によるものである。
ロバート・ボールドゥィン（Boldwin，　Robert）の力によるものであり，
自治制の原理と自治体各層の性格を明確にした。同法で規定された自治制
の性格は，自治体は，市（city），町（town），村（village）及び町部区
（township）からなり，市を除いたそれらによって県（county）が形成さ
れるという，県を第二層の自治体（second－tier　municipality）としたこ
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とが第一の特質であった6
　この県は公選による町，村，町部区各議会の議長により構成される県議
会（county　council）そのものとした。第二に市（都市）は，県を構成す
るものではない独立的な自治体とし，第三にこの法により各自治体の自治
の権限を明確にし，地方分権制のための行政分野を明確が強化させ，集権
的行政分野を減少させた。ただし，自治体の位置付けは，アメリカの自治
体の原理でもある，自治体はプロビンス（州）の代議院の可決するところ
により自治権を得るものであり，いわゆる州の創造物（creature）である
という性格を規定した。また自治体議会の代議制については，議員の被選
挙資格は，その自治体運営のために税金を納める，不動産を所有するもの
にあるとし，やがて議会改革の標的となる問題性を残したのである。以上
の都市団体法の基本的性格は，現今のオンタリオ州をはじめとする各州の
自治制の基礎となったのである㈹。
2．　カナダの近代的自治制度
　19世紀半ぽまで，カナダでは人口は，移民よりむしろ自然増による増加
が多かったが，20世紀に入ると俄然移民の流入人口が増加をみるに至っ
た。ちなみに1851年から10年間の自然増は61万1，000人であり，移民の増
加は35万人となる。ただし，アメリカに移住する出国した移民は，17万人
となって流入移民から流出を差し引くと18万2，000人となる（表1カナダ
の人口動態参照）。1861年以降自然増はやや上昇してゆくが，移民の流入
人口数は19世紀中は（流出する者が流入する数を上回って）減少する。20
世紀に入ると自然増は上昇し，流入人口も上昇する傾向を呈する。なかで
も1901年から11年に至る間自然増は102万人となるが移民は81万人に達し，
20世紀に入って流入人口の激増をみる先鞭をつけている。20世紀の初頭か
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表1　カナダの人口動態（単位・万人，全人口数は後のセソサス年のもの）
センサス期間 全　人　口 1増嫉数1自然増1流入一流出
（万） （万） （万） （万）
1851～　61 323 79．3 61．1 18．2
1861周　71 368．9 46．0 61．0 一15．0
1871紺　81 432．5 63．6 69．0 一5．4
1881～　91 483．3 50．8 65．4 一14．6
1891周1901 537．1 53．8 66．8 一13．0
1901～　11 720．7 183．5 102．5 81．0
1911～　21 878．8 158．1 127．0 31．1
1921～　31 1，037．7 158．9 136．0 23．0
1931～　41 1，150．7 113．0 122．2 一9．2
1941～　51 1，400．9 250．3 199．2 16．6
1951～　56 1，608．1 207．1 147．3 59．8
1956～　61 1，823．8 215．7 167．5 48．2
1961〃　66 2，001．5 177．7 151．8 25．9
1966～　71 2，156．8 155．3 109．0 46．3
1971～　76 2，299．3 142．4 93．4 48．9
1976～　81 2，434．3 134．9 97．8 37．1
1981鐸　86 2，558．8 124．7 98．8 25．9
Source：Censuses　of　Canada
ら流入移民は都市に集中しはじめ，いわゆる都市化という政治・経済と社
会問題をもたらすに至った。これは，既存の都市地域の土地価格をつり上
げて，勤労者を郊外に追いやり，都心部のなかにスラムを生ぜしめる結果
となったのである。つまりこの現象が都市の領域を拡大させ，既存部の老
朽化，環境悪化をもたらすこととなった。給水量に対応しきない貧弱な下
水施設あるいは汚水をそのまま川へ流す下水管があり，伝染病，肺結核，
腸チフスが1900年代に急増している。またダウンタウンへ郊外から通勤す
る勤労者の交通渋滞が大都市で生じ，1913年までに大都市では市街電車を
設置し，道路の幅員を拡げて，歩道を増設した。既存都市内部の開発は，
都市の産業化に当てられて，住民の生活が，これに追いすがる形ですすめ
られ，増大する市政のサービスは，都市自治体の税金を相い次いで増額さ
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せた。1907年に研究者で，事業家でもあるトロント市の市議ウィッケット
は，“現在ウィニペッグ市の支出は明らかにマニトパ州のそれを上回り，
モントリオール市ではケベック州のそれを，トロント市でもオンタリオ州
の支出をはるかに超えている”と嘆いている（7）。犯罪，非行，貧困と都市
化に伴う環境悪化に対して，市政サービスと市財政のバランス化のために
は，都市の改善と自治制の改革が必須の課題となったのである。市政改革
のための市民諸団体が結成された。主要都市の著名なそれらは，モントリ
オール市政改善連盟，カナダ都市自治体連合，道路改良協会，トロント市
民美化団体，カナダ市政改革連盟などで，それらの求める目標は，都市の
美化（乱雑な建造物の整頓），健康管理（非衛生で不道徳な環境の除去），
行政能率の確保であった。これらの三目標の達成には自治体の市政執行業
務の浪費を防ぎ行政効率をたかめることに行きつくものと考えられた。
　この世紀の変り目に都市の産業化と建設用地確保で生ずる市政内部にお
ける汚職不正に対しても市政の構造改革が求められた。急激な都市化の
下，役得で一櫻千金（get－rich）を夢みる市政担当者の汚職や利権獲得の
村象となったのは，都市地域の既存企業と誘致される企業体であって，都
市の内部に居住する住民である新移民達は，市政を理解もできず，かかわ
り合うことも不可能であった。1890年から1925年までの間はカナダにおい
ては，社会改革の時期でもあった。既往の移民の第2世が成長し，新移民
も増加したこの世紀の変り目は，いわば一皮脱皮して新しい体制に入る新
世紀でもある。改革の背景には，キリスト教秩序を再構築する社会運動と
してのSocial　Gospel　Movementがあった。
　この運動は，メソジストとプレスビテリアンが主体となって，“ひとび
との魂は，肉体の安寧を維持するものが整い，勤労者達の生活条件が改善
され，移民の隣人相愛を促す幅の広い改革が達成されるまでは，救われが
たいものである”という理念に立っていた。したがってこの社会改革に
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は，その核心に都市の改革（urban　reform）があり，都市の審美の建築構
造，都市自治体の質の改善を第一義として考える都市社会環境の美化があ
げられていた。それは，豊かな人間性と審美な都市美を求める都市の社会
改革であった。改革の方法はさまざまで近代都市内部での生活条件の改善
のために，建造物，公園の新設配置，緑の並木通り，清浄な大気と水をた
たえる河川の維持からミルクの殺菌法に至るまで，それらの改善はすべて
自治体が負うものとし，なるがゆえに，自治体の体質改善にあった（8）。
　当時の市議会議員の選挙の制度は，小選挙区制であり市内を数多くの選
挙区に細分化し，一区一議席制（ward　basis）で選出し，市議会は地域利
害の総合となっており，生活利益だけを求める新移民にとって生活維持の
ためだけの代議制となっていた。勢いマシーソポリティクスの欠陥が露呈
していた。吏員の汚職とこうした政治家の利権ゆう通に批判の矢を報いた
のは，初期においては企業家たちであった。つまり企業家の求める都市全
域を開発しようとする考え方とここで大きな喰い違いが生じてきたわけで
ある。モソトリオールでは市街電車の社長を含む企業家達が，市政構造改
革の運動資金を拠金した程で｛9），改革による不正の追放はこの選挙制の改
革をまず標的としていた。
　カナダのそれまでの市政の構造は，小選挙区制による代議制で成立した
議会から執行部が選任されるもので，ために議員側に強力な執行権が所在
していた。つまり，議会内に執行委員会（Council－Committee）カミ設置さ
れており議員は，それぞれの各種執行委員会に所属し，特定の市政業務を
左右する強力な権限を有していた。しぼしぽ特定の利権獲得が少数の委員
によって決定される可能性が充分に所在した。このため議会内で選出した
市長の権限は弱体化していたのである。
　ここにおける改革の方向は，全自治体を一区とする大選挙区制（at　large）
の制度によって市長を選出し，住民を後盾とする議会に動かされない市長
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を選び，議会の干渉から脱することがひとつであった。同時に議員も大選
挙区制の下で選挙し全市住民のための代議制であることを本質とさせよう
とした。要するに，隣国アメリカ型の議決権と執行権の分離さらに市長
の執行権を強化させる制度を標榜するものであった。市長（mayor）を公
選するというアメリカ型の制度はカナダにおいては，イギリス風に変えら
れて導入され市議会の議長（head　of　council）を大選挙区制で公選する様
式で採用されていった。
　改革のもうひとつの方向は，監督委員会（board　of　control）制の導入
にあった。これは大選挙区制によって選出された市議のなかから互選で少
数（通常4名）の監督委員を選出し，この委員会に予算編成権，市長部局
の部局長の任免権，すべての契約の裁定権を与え，この委員会の決定は市
議会の3分の2の票決によってのみくつがえさせるという制度であった。
　移民の地域的生活利害と特定の利害に結び付く市議の不公正を除去する
ために，さらに徹底した改革案である，政策の決定と執行の権限の完全な
分離案があげられた。シティ・マネージャー制（市政管理者制）の導入で
ある。シティ・マネージャーは，市議会によって選任され市長部局の業務
を監督し調整する権限を有し，執行権の独立を強化させようとした制度で
ある。今日のカナダ，アメリカでもっとも一般化された執行体制である。
さらにイギリス及びアメリカでひろく採られた制度としての行政種目別の
執行委員会制（ad　hoc　authority）もカナダに導入された。市議会から独
立して，給水，下水，電力，地下鉄，市街電車等の住民に対する業務をそ
れぞれ別個の執行委員会に権限を付与し，全部別々の機関として執行に当
たるものである。それぞれの委員会委員は公選とした。しかるに都市の地
域行政需要が増加し複雑になり，各種の委員会が設置されると自治体業務
の分裂断片化（fragmentation）をまぬがれず，又住民にとっては，選挙の
回数が増加し，投票率は極端に低下するという一面をも招いた。
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　20世紀半ぽとくに第2次大戦の終結にともない，カナダは戦時の1，151
万人の人口に対し250万人の人口増加があり，そのうちの約200万人はべビ
ーブームによる自然増であった。戦後6年後からは，59万人の移民を11年
以降には48万人の移民を迎えることとなった。人口増加と生活利害の増
加，質の向上は，一方における都市への人口集中と非都市部の都市化を迎
えることとなる。自治体の執行すべき行政種目は量質とも複雑多岐にわた
った。これらの諸現象は，住民の居住区を拡大させると同時に，既存の行
政業務が多岐に亘って細かく断片化していた自治体構造に，さらに多量の
新しい業務が果せられるようになった。かくて末端自治体の行政執行能力
が問われるようになり，行政執行のリーダーシップと執行権限の調整力の
欠如が露呈するようになったのである。ここに広域行政という自治制にと
っては画期的な制度が採用されることとなる。
3．　自治制度の改革と新制度
　カナダの自治制度の基本的なタイプは，伝統的な仕組みとしてのイギリ
ス型議会委員会制をとる。これは公選された議会が市長をまず選出する。
従って市長となる人はもともと議員職の地位にあった人である。他の議員
は，市庁内の市政業務実施機関（部局）の長となって業務実施の管理・執
行責任をもつ。これがこの国の伝統であった。この伝統は，議決と執行の
権限を複数の選挙職に委ねるという原理に立っており，自治制度の改革に
際してもこの原理は継承されてきた。ただし第2次大戦後都市化状況が急
変し，業務の技術改訂がもたらされると後述するシティ・マネージャー制
が導入され，伝統的原理から全く脱皮して団体の経営原理が導入されるよ
うになる。ところで，自治制度そのものが，英米系の住民自治の建前をと
っている国々においては，制度が全く複雑多岐に亘るので若干の整理を試
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みておこう。
　日本の自治制の仕組みでは，議決機関としての議会と執行機関としての
市長（町・村長もしくは知事）が全く別々の公選によって選出され，両機
関の権限が分別され，分立関係に立つ。
　旧憲法下の地方制度では，府県は国の行政機関であって住民による統制
の範囲ではなかった。ただし都会，道府県会の議事機関は制限選挙（男子
のみの投票権）によって選出され構成機関であった。議事機関の選挙制
は，住民自治の本質に依るものではなかったが何故選挙を執行したか，と
いう理由については稿を改めたい。いずれにしても知事は，内相任免の機
関で国の出先機関としての都道府県という地方公共団体の執行責任者であ
ったから，国の行政執行者として，議事機関に対して優位な立場に立って
いた。市町村においては，市町村長は，市町村会（議事機関）が公選であ
り，そのなかで選出されていた執行機関であるから議事，執行両機関は権
限としては同位に立っていたが，市町村長は知事に強い監督を受けていた
ので実態上は，市町村長という執行機関が市町村会に対して優位の立場に
立っていた。
　日本国憲法下では，都道府県知事，議会，市町村長，議会いずれも住民公
選によって選出されている機関で相互同格の機関である。さらに都道府県
と市町村は同格で独立的な機関としての自治体であり上下の関係はない。
ただし国の委任事務を執行する際に国（各大臣）一都道府県（知事）一市町
村（長）の関係が，後者を前者が指揮監督する立場に立つ。この事務執行
を除いては，都道府県と市町村は前者の広域の中に後者が包含されている
ということにすぎず，上下関係にはない。また両団体の行政種目の執行権
限については，明確に配分されている。ただし，実態上，補助金の支出管
理などで県の監督権が強く市町村に行使されることもある。
　日本の普通地方公共団体の構造は，以上のように両機関分立型をとって
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いるが，教育行政，各種の選挙管理，人事の公平管理，農村行政（土地の
保有管理），海区漁業管理等の行政種目については，特別地方公共団体を
設け，単一目的の行政執行形態を採り，教育委員会，選挙管理委員会，農
業委員会等の行政委員会を設置し，その当該行政に係わる議決権，執行権
を行使させている。後述する英・米・カナダの自治制の中にあるad　hoc
authority，　special　districtに準ずる性格の自治体を日本では併設している。
　アメリカの自治制は，独立革命以前においてフランス領であった地域で
は，前述のカナダと同じく国王直轄で行政施策を執行し，イギリス領であ
った地域においては，カナダの自治制改革以前の行政制度に準ずる執行の
態様であった。とくに留意すべき点は，イギリス領では都市を中心にして
都市自治の自治権行使の認可にあたって各地イギリス植民地政府の議会が
その認可を決議し，総督により自治認可の特許状，都市自治憲章が授与さ
れ，その認可内容に限って施策を執行し得たのである。独立後，植民地議
会は公選による各州議会となり，総督の存在は公選による各州知事にとっ
て代っている。自治憲章には議事機関と執行機関の各構造と相互関係が明
記されていた。ただし，構造と関係は，各州毎に相異し，また類似もして
いた。つまり，それぞれの憲章に規定していた自治体の構造と関係は，統
一性もしくは画一性がなかったのである。要するに各自治体の制度は区々
であった。ただ全般的にみると自治体の仕組みと原理には極端な差異はな
く，執行部は公選であっても独任制で議会は多くの選挙民による多岐的利
益を代表する合議体であるから，後者の議会の決定力が優位とする原理が
共通していた。表現を変えれば，市町村長は議会の政策決定に従属し，そ
れを執行するという立場で，また市町村長そのものの権限範囲に予算の編
成権がなく人事権もないという弱力市長型（weak　mayor’s　system）であ
った。こうした住民が生活共同体で相互に熟知し合い，移動転居も行われ
ない平穏な生活を送っていた自治体制に，社会的潮流が押し寄せた。移民
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の増加と市政業務の拡充であり，地域社会におけると産業化都市化であっ
た。そしてこれに随伴したのは，都市自治体の自治権の範囲と強さは，市
税を払う住民によって決定されるべきであるという，住民自治の本質的な
運営であった。
　前者では，つとに開発されていた都市群一東部から，ニューヨーク州に
至るまでの各拠点の諸都市では，求められる即座の行政執行に対して議会
議決に至るまでの緩慢な政策決定，議員の小選挙区制による選出に基づ
く，マシーンポリティクスに至る汚職の頻発が生起していた。
　かかる体制に対して，市長の執行権の範囲を拡大し，専決の権限を付与
するという強力市長型（strong　mayor’s　system）への改革が求められた。
また中小規模の都市においてはこの執行部と議会の相互関係の改革という
よりも，公選による市政委員会（小数制）の委員に施策の決定と執行を委
任し，委員長が責任をもつという委員会制（commission　system）を採用
した。後年となるが，前述した市支配人制（city　manager　system）を市
政の能率化を標榜して採用した都市も存在した。このように各自治体とも
自由に議決執行体制を選択していたが，基本的な改革の方向は，自治権を
行使しうる範囲，行政種目をどのように選ぶか，また課税権についての認
可は，住民自らが定めるものとした自治憲章獲得運動（home　rule　move－
ment）に発展してゆくのである。
　この運動は1875年，ミズリー州憲法に自治憲章の規定を定めたことをも
って噂矢とした。
　ここで再び話をカナダの自治制改革に戻し，改革の結果を類型別に挙げ
てゆこう。
（1）市議会一常任委員会制度（counci1－committee　system）
この制度は，前述の伝統的な議会委員会制の原型に近いものでトロソト
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表2　人口10万以上の各都市の市議数と選挙区数（1975）
都　市　名 市議員数 市全人口@（約）
議員1人当
閧ﾌ住民数 市議選選挙区数
Montreal 56 1，250，000 22，300 19
Toronto 23 700，000 30，400 11
Winnipeg 51 560，000 11，000 50
North　York 19 528，000 27，800 14
Edmonton 13 452，000 34，800 4
Vancouver 11 440，000 40，000全市一区
Calgary 13 440，000 33，800 6
Scarborough17 363，000 21，400 12
Hamilton 21 305，000 14，500 8
Ottawa 16 296，000 18，500 11
Etobicoke 15 289，000 19，300 5
Laval 22 242，000 11，900 8
Londo旦 19 240，000 12，600 7
Mississauga10 240，000 24，000 9
Windsor 9 200，000 22，200全市一区
Quebec 17 188，000 11，100 7
York 11 146，000 13，300 8
Regina 11 145，000 13，200 10
Saskatoon 11 136，000 12，400 10
Kitchener 11 130，000 11，800 全市一区
Halifax 11 125，000 11，400 10
St．　Catharines13 117，000 9，000 6
Thunder　Bay13 107，000 8，300 全市一区
East　York 9 106，000 11，800 4
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大都市圏の構成自治体であるイースト・ヨーク市（Borough　of　East　York，
Metropolitan　Toronto）セこみられる。10万強の人口を擁するこの都市の市
議会議員選挙は，4つの選挙区に分けられており9人の議員を選出してい
る（表2参照）。比較的選挙区は細分化されてはいないが，全市1区制に
比べればやや区域代議制に近い。議員として選出されたもののうち1名が
市長（mayor）となり8名の議員（aldermen）の合計9名が市議会を構成
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する（図1参照）。議会内には8常任委員会があって，それぞれの機能分
野及び名称は，公園・リクリエーション委，保健及び安全及び資産委，法
令審査及び建築物委，開発委，交通・駐車場委，土木委，財政委，人事及
び消防委などである。常設であるこの8委員会の他に特別事項に係わる臨
時特別委員会も設置される。執行機関の議会の下にその管理対象としての
9部の業務機構（civic　bureaucracy）がある。これらは，公園部，リクリ
エーション部，建築物及び建築物管理部，計画部，法令部，土木部，事務
書記部（職員部），消防部となっている。8常任委員会とこの9部は，数
のずれと名称のずれがあるが，これは9部が8委員会に直属し管理される
ものではないことを示す。図1に示してあるように各部の機能と各委員会
の機能が交差したり，関係したり，関係をもたなかったりの状態になって
いる。例えぽ保健及び安全及び資産委員会に結び付く部局はなく，単一目
的の業務執行の機関（special－purpOse　boads）の機能に議会（全体）を通
じて間接的な関係をもつ。間接的で直接的ではない関係は，この機関が単
一目的のために特に設置され，独立的であることに設立の存在意義がある
からである。そのほかの常任委員会は，関係機能の各部を監督し各部から
業務の報告をうける立場にあり，また政策決定権を有する常任委員会は，
その際に各部長との協議（consultation）をするという程度の関係に立つ。
なお委員会は，その際，市内の当該利益団体との接渉を行う。委員会は，
審議事項によっては非公開とすることもある。政策の決定権は，議会全体
に依拠している。要するに常任委員会は議事機関としての議会と業務実施
機関としての各部との中間の連絡（liaison）の機能を果している（1°）。
（2）市議会一市執行委員会制度（council－city　commissioner　system）
　この制度を採った事例は，サスカチュワン州にあり，その州法の都市自
治体法（City　Act）には，この制度について次のような規定をみる。“一
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図1．イースト・ヨーク市，議会・常任委員会の関係（1975）
East　York’s　Council／Committee　Structure（1975）
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人あるいはそれ以上の執行委員会委員を議会が任命し，市長は職務上の資
格（exo伍cio）でこれに加わる。執行委員の権限は市議会の決定による。”
　同州サスカトゥーン市（City　of　Saskatoon，　Saskatchewan）において
は，2年任期の11名の公選による市議会議員によって議会が構成されてお
り，市長がこのなかから指名され，任期は2年毎年市議の半数5名が選挙
によって交替する。選挙区数10区で比較的多い。議会本会議は隔週一回，
これに互い違いに全体委員会（Committee　of　the　Whole）カミ隔週一回開
かれている。後者は，いわゆる合同常任委員会（Standing　Committee）と
同様の機能を果す。全体委員会を構成する各種特別委員会は福祉，保健，
公安，消防，街灯，ゴミ処理，公園管理（11）その他に関する業務種目に対
応して設置されているが，例えぽ市民病院管理委員会は，10名の議会によ
り任命された議員と一般市民にょり構成され，市立公園委員会は12名の議
員及び一般市民により構成され，それぞれ病院，公園の監督と管理に当っ
ている。公安委員会は，州法の都市自治体法により設置された委員会で，
州が財政的援助を行い委員会は市長，議会によって任命された議員及び地
方判事を含む3名の委員によって構成される。
　以上のように各種特別委員会は，市民を含むもの，行政官，法務官を含
むもの等の特色をもち，通常の議会のなかに設置された常任委員会に比し
てはるかにこまかい分野の管理に当っている。
　その他の執行権は，議員1名もしくは少数の市長を交える執行委員会に
あり，この委員が市庁内の各部局の行政執行に対して執行と管理の責任を
有している。
　もうひとつの例をアルパータ州エドモントン市（City　of　Edmonton，
Alberta）に求めてみよう。
　この市の構造は，市長を含む市議会議員13名が比較的少ない4選挙区で
公選され議会を構成するが，議会の中で執行行政をもつ執行委員会（Board
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of　Commissioners）の委員3名がさらに任命される（図2参照）。この執行
委員会は3部門に分けられ，公共事業委員（1名Commissioner　of　Public
Affairs）と経済財政委員（1名Commissioner　of　Economic　Affairs）と
施設技術委員（1名Commissioner　of　Utilities　and　Engineering）があ
る。この3名のうち2名は議員もしくはその他の人で，1名は市長が当た
っている。各委員はそれぞれの機能と権限に属する行政種目に対して執行
責任を有する。例えぽ公共事業委員は土地開発，都市計画，公園・リクリ
ーション，保健医療，社会民生，不動産・建物，消防，緊急事態出動を担
当の分野とし，経済財政委員は，不動産評価査定，商業振興，市民ガレー
ジ，管理業務，予算・調査部門を担当する。事業技術委員は，エドモント
ン市電力ガス，エドモントン市電話，上下水道・衛生，公共施設，技術・
交通を担当しそれぞれ監督執行業務に責任を有している。なお，3名の委
員中，1名の委員長（Chief　Commissiners）カミ定められている。
　また各委員は，議会内の4常任委員会（Stand量ng　Committee）の委員
でもある。公共事業委員は，・公共事業常任委員会に所属し，それぞれ経済
財政委員は，経済財政常任委員会に，施設技術委員は施設技術常任委員会
に所属するが，この3委員の委員長は法令審議常任委員会（Standing　Com－
mittee　on　Legislative　Affairs）に所属している。なお委員長は，委員会
事務局，法令部，広報広聴部，市職員部，人事部を執行統括する。常任委
員会には執行能力はなく，政策決定にかかわる審議を行うのみである。上
述の3委員は，委員長を通じ市長に対し執行の責任を負っている。一時
として市長が委員でもあり，委員長のこともあるが。
　現代の地域社会の社会状況に対し，自治体の執行する機能分野は広範に
亘っており，しかも，既述のように市政一般事業分野からはずして単一の
行政を執行するため単独自治体（運営事業体）を設置する制度がある。
ad　hoc　authorityもしくはspecial　districtと称する，いわゆる単一目的
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??
図2 エドモントン市，議会・執行委員会の関係（1975）
Edmonton’s　Council／Commission　Structure（1975）
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（single　purpose）の事業体が市庁以外に設置されている。この事例につ
いてエドモントン市には，病院，自治体警察管理（公安委），保健，図書
館，展示物，保健公衆衛生事業，学校・社会教育，開発地関係上許，ボク
シソグ・レスリング等の事業経営，管理の各事業体（特別地方公共団体）
が市とは別個に独立して設置され，行政業務の管理権が分化している。
（3）監督委員会制〔1〕（council－Board　of　contro1）
　オンタリオ州においてみられる典型的な事例は監督委員会を議会内に設
置している制度である。州内7都市のうち6都市で採用している。いずれ
も監督委員（controler）の人員は少数であり，ヨーク市（City　of　York，
Ontario）では僅か2名にすぎないが，いずれも市議会議員とは異る選挙
で直接に公選されている。監督委員は，市議会議員の資格をも併有してい
るが，監督権の行使は議会によって委託されたものではなく，オンタリオ
地方自治法（Municipal　Act　of　Ontario）に基づく行使であるから議会は
議決能力をもち，監督委は執行能力を有するという立場にある。
　具体的には監督委員は，議会に助言をしつつ，執行各部局の業務を調整
し，監督する（supervise）権限を有している。
（4）監督委員会制〔皿〕
　オタワ市（City　of　Ottawa，　Ontario）の事例によると同市は，16名の
市議会議員が11の選挙区から公選され，1名が市長，15名が市議会議員と
なるが，そのほかに4名が全市1区制で監督委員会委員として選挙され
る。そして市長と監督委員は，7分野の行政種目及びそれらの7部長を監
督する執行機関となる（図3参照）。7部については，まずコミュニティ
開発部（Commissioner　of　Community　Development），その業務内容に
は開発計画，公園リクリエーション，都市開発がある。財政部（Commis・
68　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（580）
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図3
Ottawa’s　Council／Board　of　control　Structure（1975）
オタワ市議会・監督委員会制度の関係（1975）
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sioner　of　Finance）には，財政，予算計画，データプロセス，決算，供給
業務が分与されており，人事部（Commissioner　of　Personnal　Services）
には，人事管理，産業・企業関係業務，ほん訳・通訳（Bilingual　Services）
が分掌されている。市政業務部（Commissioner　of　Executive　Services）
には，書記局，広報広聴，政府間関係業務，業務経営管理，業務執行管
理，の諸機能があり，法令審査部（City　Solicitor）には適法審査の主要機
能が，消防署（Fire　Chief）には消火業務，環境保護保全部（Commis－
sioner　of　Physical　Environment）には道路・衛生業務，公害・下水道管
理，財産保護の諸機能が所轄業務となっている。
　監督委員の重要な権限には，市議会で審議される予算案の編成の準備
と，特に慎重を期する審議事項の準備，任命人事の指名も含まれている。
全般的には議会審議事項のすべてが監督委員の手を通過していかねぽなら
ない。監督委員の推薦助言事項は，議会の議決の結果，3分の2の票を得
なけれぼくつがえすことはできないことになっている。従って殆んどの推
薦助言事項が容れられる。
　首都としてのオタワ市には，重点施策として環境保護保全とコミュニテ
ィ開発の2つが挙げられている。この両施策に対し，常任委員会として環
境保護保全委員会（Standing　Committee　on　Physical　Environment），
コミュニティ開発委員会（Standing　Committee　on　Community　Develop－
ment）があり，これらには，市長と5ないし6名の議員が加わり，監督
委員は加わらない。両常任委員会は重点施策についての政策決定を行う。
同市にも単一目的の業務執行事業体がある。以下は市庁の業務とは別個に
独立して設置され，政策決定と執行が行われている自治体である。コミュ
ニティセンター管理，展示物，給電，図書館，遊歩道，学校・社会教育，
コミュニティ施設，冬期諸行事，病院，慈善基金管理，建築物諸施設，キ
ャソプ場，青少年諸行事，老齢者年金者対策，都市ガス供給施設管理，都
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市計画，自治体警察等の諸委員会がある。
（5）市議会一市支配人制度（Council－Manager　Stmcture）
　カナダにおいてもアメリカと同様市支配人制を採る都市が増加してい
る。カナダでは市支配人制を採る自治体によりその名称が異り，City　Ad－
ministrhtor，　City　Co－ordinator，　Chief　Administrative　OMcer等区々で
あるが同じ役割を果している。この制度のねらいは政策と業務執行の分離
を求めるもので，議会は政策の作成のみに専念しそれによる執行は，議
会で採用選任された支配人を頂点とした執行管理を実施する市職員に委ね
る制度である。つまり，選挙による議会と議会の任命による支配人という
機能分離を特徴とする。また市職員の各部部長を任免し，予算案を編成す
る権限も支配人に委ねられている。典型的な例をヴァンクー・ミー市（City
of　Vancouver，　British　Columbia）にみることができる。同市は小選挙区
制をとらず全市一区制で11名の市議会議員が選出され，議会において市長
が選出されている議会内に4つの常任委員会が設けられている（図4参
照）。計画開発常任委員会（Standing　Committee　on　Planning　and　De－
velopment），コミュニティ業務常任委員会（Standing　Committee　on
Commun量ty　Services），’住宅・環境常任委員会（Standing　Committee　on
Housing　and　Environment），財政・行政常任委員会（Standing　Committee
on　Finance　and　Administration）の4常任委員会であり，各行政業務施
策の政策決定審議を行う。市議会で議決された施策を市支配人の責任によ
って執行するが，支配人を頂点として市庁内には13の部があり業務所掌が
分担されている。住宅部，職員・公文書部，財政部，保健部，許認可部，
計画部，緊急事態対策部，技術部，市民館管理部，消防局，法令審査部，
人事部，社会計画部の13部となっている。
　市支配人制は，我が国では市政管理者制と訳出しているが，もともとは
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図4　バンクーバー市の市議会市支配人の関係（1975）
　　Vancouver’s　Council／Manager　Structure（1975）
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アメリカのヴァジー’ニア州スタントソ（Stanton，　Virginia）で1908年に初
めて採られた制度である。19世紀後半から20世紀にかけてアメリカ都市部
でも生起した地’方政治にからむ情実（patronage），利権獲得のための汚
職，えこひいき（favouritism）などの腐敗を除去するために，また，すべ
ての公職の責任者を選挙するという民主制が実は腐敗を生む源泉となった
都市部でこの制度が採用された。つまり，議員の職責のなかから，業務執
行管理を引き離して業務執行の責任を，プロフェッショナルな有給専務者
に委ねたのである。
　ところでわれわれは，官僚制という語をもって，国政及び自治制のなか
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での行政官の冷徹で杓子定規な執行態度を批判しているが，カナダの20世
紀初頭から半ぽまでの文献にu（市支配人制という（Bureaucracyによる自
治制の運営”を腐敗からの脱皮の指標としてしぽしぼ記述しているものを
見かけた。しかし現今では，一方における政治腐敗の増加を阻止しようと
する様々なモデルを考え実行しようとする努力をもつと同時に，市支配人
制のはらむリスクにも注意が注がれている。このリスクないし短所を検討
する前に市支配人の有する権限及び認められた慣例による権能について，
ブリティッシュコロソビア州ヴィクトリア市の支配人制の例により挙げて
みよう。
　ヴィクトリア市（Municipality　of　Victoria，　British　Columbia）は，
住民の直接公選による市長と8名の市議会議員によって構成されジ両者と
も任期は2年の短期間である。議員は2年ごとに半数の4名が選出され
る。常任委員会は2つあり財政委員会と公共事業委員会であり，委員は4
名ずつで市長を含めて運営され，毎年委員は市長により任免される。支配
人制は，この市では1950年に設置されたが，1936年の州法である市支配人
法（Municipal　Manager　Act　1936）に依拠するものであった。
　支配人は，議会の権限である条例及び市議会決議を通過させる権限に関
与してはならず，立法能力の外におかれることを基本としている。市の条
例に基づいて，支配人は議会により承認，決定された政策・計画について
市の執行業務の実施計画を樹て，業務を調整し，実施の管理監督統制の権
限をもっている。細部に亘っては，市の財産施設の建設修理維持につき計
画の下準備をすること。すべての業務実施のための支払い経費は，業務種
目の一項目から他への流用は禁止され，浪費節約のための会計検査の義
務，人事調整，許認可権，市営道路の公共事業工事の管理，執行の権限を
もつ。さらに市議会の政策作成にかかわる勧告権，月一回の事業実績の議
会への報告（会計報告を含む）義務を有する。以上の諸機能の執行に当っ
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て，支配人はすぺて議会に責任を負うている。
　ここにあげたヴィクトリア市の制度は，全般の事例からみれぽ支配人の
権限と権威をもっとも強化した事例である。
　この支配人制度の欠点についてヒギソスは次のように説いている。“現
代都市社会で行政庁が把握しなけれぽならない業務情報はほぼ無数にあ
る。しかもその正否により政策の作成がなされたり，避けられたりする場
合がある。その正否の選択が支配人に委せられている現況であり，したが
って政策決定の先決権が把握されており，政策によれぽ支配人が議会を先
導することにもなる。自治体の行政種目はむしろ限りなく増加し増幅す
る。この結果，カナダの自治体には庁内に25の部局を組織した都市もあ
る。いずれにしても，多大な行政需要に対し一人の支配人が業務の権限調
整をし，執行監督を行いかつ，下部機関もしくは単一目的のために設置し
た事業体と市政の間の仲介，仲裁役を引き受け，議案について議会に助言
をし，職員を任免することは市支配人の限界を超えている（’2）。
　以上のように，伝統的に分権体制が行政の基本になっている北アメリカ
の社会で，激増する地域需要に対して，選挙による公職者に過去の失態を
認識し乍ら政策決定と執行を委ねるのか，官僚化する専務職の行政責任者
に執行を委ねるのか，選挙か任命かが大きな行政課題となっている現今で
ある。ここに自治体規模と権限の再編成一広域行政圏の設定か，もしくは
小規模自治体の統合かが次に問われる課題となる。
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